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1959年の設立
―2024年9月には開所65年を迎えた

慶應義塾大学産業研究所（Keio Economic Observatory: KEO）は、慶應義
塾創立100周年の記念事業の一環として、藤林敬三初代所長をはじめとし
て学内関係者および産業界・労働界の多数の方々の協力の下に、昭和34
年（1959年）９月大学付属研究所として設立。

1960年2月19日には、ジョン・ロッ
クフェラー三世（ロックフェラー
財団）が来訪、産業研究所・第４
回運営委員会に出席。所長および
運営委員と懇談した後、所内を縦
覧。

参考資料：
・慶應義塾大学産業研究所(1960)「慶應義塾大学産業研究所案内」3月。
・佐野陽子(2020)「ジョン・ロックフェラー三世：義塾を訪れた外国人」『三田評論』6月。
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https://www.sanken.keio.ac.jp/introduction/ja/history/KEO1960.pdf
https://www.mita-hyoron.keio.ac.jp/foreign-visitors/202006-1.html


所員
（2024年10月現在：総数123名）

所員の最新名簿は、慶應義塾大学産業研究所ホームページ(2024)を参照ください。

•専任所員        4名
•兼担所員（慶應義塾の学部・研究科教員）  29名
•兼任所員（慶應義塾名誉教授）    22名
•客員研究員       10名
•共同研究員（国内外の外部研究機関所属）  51名
•研修生（慶應義塾大学院生）    7名
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※研究所として、研究と教育がほぼ一体化しています。研修生は、兼担所員およ
び専任所員のゼミ出身者など、プロジェクト（次頁）に参加する大学院生から
なっています。この他にもプロジェクトに参加する学部生もいます。

https://www.sanken.keio.ac.jp/introduction/ja/people.html


研究活動
①2024年度
プロジェクト

2023年度の研究プロジェク
ト実績概要は、慶應義塾大
学産業研究所(2024)
「2023(令和5)年度研究活動
年次報告書」（p. 13–71）を
参照ください。
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※2024年度は、13の研究
プロジェクトが実施され
ています。

https://www.sanken.keio.ac.jp/introduction/ja/report/2023/report2023.pdf#page=13


研究活動
②産業研究所叢書

5叢書の詳細は、慶應義塾大学産業研究所ホームページ(2024)を参照ください。

https://www.sanken.keio.ac.jp/publication/library/index.html


研究活動
③産業研究所選書

6選書の詳細は、慶應義塾大学産業研究所ホームページ(2024)を参照ください。

https://www.sanken.keio.ac.jp/publication/sensho/index.html


研究活動
④KEO Discussion Paper（2023–2024年）
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• No. 182: Yuta Ota, Takahiro Hoshino, and Taisuke Otsu (2024.10) “Causal inference with 

auxiliary observations,” 39p. 

• No. 181: Yukitoshi Matsushita, Taisuke Otsu, and Keita Sunada (2024.7) “Applications of 

cross-fit variance estimator for testing model specification, overidentification, and 

structural parameter hypotheses,” 24p.

• No. 180: Jaerim Choi, Masahiro Endoh, and Akira Sasahara (2024.5) “A Tale of Two 

Countries: Global Value Chains, the China Trade Shock, and Labor Markets,” 49p.

• No. 179: Kiyotaka Maeda (2024.4) “Swinging Unstable Market after the Great 

Depression:Daily Rice Pricing of Japan’s Futures and Spot Trades,” 66p.

• No. 178: Haruo Kakehi and Taisuke Otsu (2024.3) “Finite-population inference via GMM 

estimator,” 12p.

• No. 177: Yuya Shimizu and Taisuke Otsu (2023.10) “Optimal testing in a class of 

nonregular models,” 43p.

• No. 176: Kozo Kiyota (2023.8) “The COVID-19 Pandemic and the World Machinery 

Trade Network,” 42p.

• No. 175: Kiyotaka Maeda (2023.4) “Distinctive Pricing in the Metropole of the Integrated 

Empire’s Economy: Japan’s Central and Local Rice Markets, 1900–1939,” 59p. 

• No. 174: Akira Sasahara, Yumin Sui, and Emily Taguchi (2023.2) “Immigration, imports, 

and (im)mutable Japanese labor markets,” 45p.



研究活動
⑤データベース
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• KEO Database (KDB):
昭和30年（1955年）からの長期にわたる日本経済成長に関する詳細を描写
した産業別生産性統計を構築。1980年代から産業研究所において構築・フ
レームワークの拡張。多部門一般均衡モデルや日本経済成長のさまざまな
分析に利用（Nomura 2023）。現在は2022年まで更新中。

• APO Productivity Database (APO-PDB): 
国際機関アジア生産性機構（Asian Productivity Organization）との共同研究
としてアジア25カ国をカバーした集計レベルにおける詳細な生産性統計を
構築。2008年から継続。毎年、年次報告書としてAPO Productivity 

Databookシリーズを出版。 2024年9月に17冊目となる最新報告書（2024）
を出版。

• Energy Cost Monitoring (ECM) :
日本のエネルギーコストとエネルギー多消費産業の生産動向および主要国
比較の速報値を開発。2022年4月より公表開始。毎月更新（2024.10）。エ
ネルギー環境政策を議論する政府の審議会資料（内閣官房 2024）などで
利用。

• Japanese Monthly GDP (JMGDP):
日本の名目・実質GDPの月次速報値の開発。 2022年4月より公表開始。毎
月公開（2024.10）。2024–2025年度にフレームワークを再度改善予定。

※データベースの開発・更新には、学部
生・大学院生も貢献しており、実証分析
を経験する教育の機会となっています。

https://link.springer.com/book/10.1007/978-981-19-6494-7
http://dx.doi.org/10.61145/SQVZ2821
https://www.ruec.world/Japan.html
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/senmonka_wg/dai7/siryou1.pdf
http://www.kojin.org/jmgdp.html


研究活動⑥所員の受賞歴

詳細は慶應義塾大学産
業研究所(2024)
「2023(令和5)年度研究
活動年次報告書」（p. 
111–114）を参照くだ
さい。
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https://www.sanken.keio.ac.jp/introduction/ja/report/2023/report2023.pdf#page=111


教育活動
①学部・研究科への出講

名前 出講先 科目 設置学科 コマ数/時間 学期（形態）

大津泰介 経済学研究科
計量経済学方法論　
計量経済学特論

修士
博士

1 春

大津泰介 経済学研究科 計量経済学演習
修士
博士

1 春

清田耕造 経済学部
研究会　ａ/ｂ　
研究会　ｃ/ｄ

学部
2
2

春/秋

清田耕造※ 経済学研究科 国際経済論演習
修士
博士

1
1

春
秋

清田耕造※ 経済学研究科
応用経済学演習
制度・政策論演習

修士
博士

1
1

春
秋

野村　浩二
商学部
経済学部

計量経済学各論（産業連関分析）
経済統計a

学部 1 春

野村　浩二
商学部
経済学部

経済統計各論（指数論）
経済統計b

学部 1 秋

野村　浩二 商学部 研究会Qa・Qb 学部 1
通年
セット科目

野村　浩二 商学部 研究会Qc・Qd 学部 1
通年
セット科目

松浦寿幸※ 経済学研究科 国際経済論演習
修士
博士

1
1

春
秋

松浦寿幸 経済学部
研究会　ａ/ｂ
研究会　ｃ/ｄ

学部
2
2

春/秋

※合同担当

産業研究所では独自の講座を設置しておらず、専任所員（4名）は
それぞれ学部・研究科へ出講。

【2024年度実施】
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教育活動
②セミナー・公開講座・特別講座
【2024年度実施】
・KEO セミナー
・HRM （ヒューマンリソースマネージメント）研究会
・SCTセミナー
・経営経済ワークショップ

産業研究所では、人事をはじめとした企業内の様々な領域において活用でき
る文章完成法テスト（SCT）を実施。情報を客観的・科学的に分析・評価し、
生きた個人の姿を把握するための手法を企業の皆様に提供する場として、SCT
セミナーを開催。2024年度は第27回となり、現在は9月20日～12月6日（全7
回）を開催中。

2023年度SCTセミナーの様子と修了式。
2024年度のSCTセミナー開催の詳細は、慶應義塾大
学産業研究所(2024)「第27回企業人事関係者セミ
ナー 2024年度入門コース」を参照ください。
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https://www.sanken.keio.ac.jp/behaviour/SCTseminar/2024/leaflet.pdf


教育活動
③社会教育

【2024年度実施】

国際的な社会貢献として、慶應義塾大学とブータン国財務省（Ministry of 
Finance, Royal Government of Bhutan）は、「成長会計フレームワークの構築
および知識移転」に関する覚書（MoU）を締結。

2024年10月には、ブータン国ティンプーにて、MoUの調印式、その後のワー
クショップおよび知識移転に関するセミナー開催（ブータン財務省主催・
UNESCAP後援）。来月には、（昨年度に続き）財務省官僚を産業研究所に
迎えてワークショップを開催。

署名者：ブータン国財務省
Tshering Dorji局長と、慶應義塾
大学産業研究所所長 野村浩二
教授。MoU調印は、Ministry of 
Finance, Royal Government of 
Bhutan (2024) “Press Release,”
October 11.を参照ください。

12

https://www.mof.gov.bt/news/press-release-11-oct-2024/
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慶應義塾大学産業研究所
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